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令和５年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

  分担研究報告書(職域肝炎ウイルス陽性者・両立支援対策) 

 

D&I研究手法を用いた肝炎検査と受療の促進 

 

研究分担者：立道 昌幸     東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学 教授 

研究協力者：深井 航太     東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学 講師 

研究協力者：古屋 佑子     東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学 助教 

研究協力者：中澤 祥子     東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学 助教 

研究協力者：島津 太一     国立がん研究センター行動科学研究部         室長 
 

研究要旨：本研究は、R2-R4「新たな手法を用いた肝炎ウイルス検査受検率・陽性者受

診率の向上に資する研究」においてDissemination and Implementation Science（普及と実

装科学、通称D&I科学）の手法に基づき、「職域での肝炎検査促進と治療への促進」に

関する科学的な介入方法の開発を行ってきた。特にConsolidated Framework for 
Implementation Research (CFIR)を用いて、阻害要因・促進因子を抽出し、①企業におい

て労基署通達が2008年以降なく、事業主・組合健保の肝炎対策を行う外的動機が極め

て少ないこと、②肝炎対策では感染症というステイグマを生むため、肝がん対策とし

て普及させることが職域では受容されやすいこと、促進因子として③陰性カードを普

及することによって、肝炎検査に興味を持たせること。この3点において、今年度は、

労基署からの通達（検査要請）と陰性カードを普及することを実施した。厚労省の委

託事業であるがん対策推進企業アクションに協力を得て、HPへのパンフレットの掲

載、パートナー企業へのメルマガを通じた周知、中小企業への訪問時にチラシの配布

を行った。1月に行ったパートナー企業へのアンケートでは、1,088社・団体中43％で

肝炎実施の検討ならびに既に実施をしていたが、44％で通知を認知しておらず、13％

は通知を知っていたが実施する予定は無いとの結果であった。実装アウトカムならび

に肝炎検査の実施率の向上につながった効果検証については、翌年度以降実施する。 

 

 

A. 研究目的 
Dissemination and Implementation Science

（普及と実装科学、通称D&I）とは、決め

られた手法（フレームワーク）で阻害因子、

促進因子を抽出し、決められた方法（フレ

ームワーク）で介入方法を確定し、実際に

介入した後で、介入の効果をいわゆるアウ

トカムではなく、実装アウトカムというも

ので評価することにある。 

R2-R4年「新たな手法を用いた肝炎ウイ

ルス検査受検率・陽性者受診率の向上に資

する研究」（代表是永匡紹）において、阻

害因子、促進因子の特定方法をConsolidated 
Framework for Implementation Research (CFIR)
に基づき阻害要因、促進要因を特定し、実

装戦略を確定させた。今年度から、新たに

「肝炎ウイルス検査受検率の向上及び受診

へ円滑につなげる方策の確立に資する研究」

として継続されたことから、さらに実装介

入研究により、介入の効果を検証するステ

ップを踏む。 

 特に職域においての阻害要因としては、

外的な阻害因子としての動機が減弱してい

るだけでなく、個情第749号・基発0529第3

号）にて「HIV感染症やB型肝炎等の職場に

おいて感染したり、蔓延したりする可能性

が低い感染症に関する情報や、色覚検査等

の遺伝性疾病に関する情報については、職

業上の特別な必要性がある場合を除き、事

業者は、労働者等から取得すべきでない」

との通達があり、職域での肝炎検査につい

て否定的な印象を持たれていた。この印象

を払拭することも目的に、令和5年3月22日

に4局合同で「肝炎検査に関する協力要請」

が健発0322第１号,基発0322第１号,職発

0322第３号,保発0322第５号 として関係団
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体に発出するように調整した。（添付資料） 

そこで、この発出を契機に肝炎検査を検

討できるように、特に陰性カードを普及す

ることが肝炎検査促進に重要であると考え

た。 

 

B. 研究方法 

本年度は、発出された労基書通達と陰性

カードを広く周知するために以下の活動を

行った。 

 

①人間ドック学会に対して再度周知し、陰

性カードの利用について理事会にて検討を

依頼した。 

②がん対策推進企業アクションのパートナ

ー企業約5,000団体にメルマガを配信し、

HPに参考資料を掲示した。 

（昨年度の是永班にて作成） 

③けんぽ共同協議会61団体にて講演する機

会を得て、個別に肝炎検査の実施について

呼びかけた。 

④大同生命サーベイは、毎月大同生命の営

業者が中小企業を訪問し、インタビューを

実施している。基本的にがん検診に関する

アンケートを行っているが、今回約10,000

社に聞き取り時に、通達資料を配付した。 

 

C. 結果 

がん対策推進企業アクションのパートナ

ー企業については、2024年1月にアンケー

トを実施して周知度を評価した。1,088

社・団体より回答を得た。 

 

その結果、既に実施している26％、検討

している17％、通達は知らない44％であっ

た。通達は知っているが、実施するつもり

はないが13％あった。 

また、全国的には3月にパネル調査を計

画しており、倫理委員会の承認を得次第行

う予定である。 

 

通達を知っていても実施しない理由につ

いては、３健保にヒアリングしたところ、

具体的な実施方法特に、結果の取り扱いに

関する懸念が最大の阻害因子となっている

と想定された。この点について、検査をハ

ードル無く実施できるモデル例をいくつか

提示して、事情のあう健保が選択できるよ

うにする必要があると考えられた。 

 

D. 考察 

労基署通達の周知がまだ徹底できていな

いことから、様々なチャンネルを使って周

知することが必要である。一方で、通達を

知っていても実施しない企業が13％あるこ

とにおいては、より具体的な実施方法を動

画等で作成して配信することが必要である

と思われた。 

また、陰性カードについては、基本医療

機関で医師が陰性カードを発行するという

ことで作成されたものであるため、研究班

会議にて、健保組合、もしくは企業で肝炎

検査を実施した時に、陰性カードを自分で

記載できるように検査済みカードとして仕

様を追加した。 

資料2 
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E. 結論 

 具体的な検査実施方法を提示し、検査済

みカードとともに通達を周知することによ

り、効果的な検査向上につながることが示

唆された。 

 

F. 政策提言および実務活動 

「職域における肝炎検査の促進」に関す

る労基署通達の発出 

  

G. 研究発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1．特許取得 

なし 

2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

なし 
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